
神奈川県水道法施行細則の運用について 

 

 

昭和 55 年６月２日環衛第 123 号衛生部長通知 

一部改正 平成 25 年３月 28 日環衛第 414 号生活衛生部長通知 

一部改正 令和４年２月 28 日生衛第 2832 号生活衛生部長通知 

一部改正 令和６年３月 25 日生衛第 3567 号生活衛生部長通知 

 

 

 昭和 55 年４月１日から施行された神奈川県水道法施行細則（昭和 55 年３月 31 日神奈川県規則第 40

号）の運用にあたっては、次の事項に留意のうえ遺憾のないよう指導及び運用されたく通知します。 

 

 

１ 第１条関係（事務の委任） 

この条は、保健福祉事務所長に委任した事務を記載したものであること。 

 

２ 第２条関係（事業経営認可申請書） 

（１）水道（水道用水供給）事業を経営しようとするときに、水道（水道用水供給）事業経営認可

申請書（第１号様式）により事前に申請を行うものであること。 

（２）（１）に添付する書類は、「水道事業等の認可等の手引き」（令和元年９月厚生労働省医

薬・生活衛生局水道課。以下「手引き」という。）のとおりであること。 

    なお、認可の申請事項の概要を記載したものとして作成した水道台帳（簡易水道事業を除く）

を併せて３部提出するものとする。 

 

３ 第３条関係（事業経営認可申請書記載事項変更届） 

水道（水道用水供給）事業者の主たる事務所の所在地、事業者の名称（代表者の氏名を含む）、

水道事務所の所在地に変更を生じたときに、水道（水道用水供給）事業経営認可申請書記載事項変

更届（第２号様式）により速やかに届出を行うものであること。 

 

４ 第４条関係（事業変更認可申請書） 

（１）水道（水道用水供給）事業の内容を変更しようとするときに、水道（水道用水供給）事業変

更認可申請書（第３号様式）により事前に申請を行うものであること。 

    なお、当該申請が必要な場合は、次の変更であること。 

   ア 給水区域の拡張 

   イ 給水人口（水道用水供給事業の場合は給水対象）又は給水量の増加 

   ウ 水源の種別、取水地点又は浄水方法の変更 

   ※変更が軽微なもの、事業の全部の譲り受けに伴うものを除く。（詳細については、手引きを

参照すること。） 

（２）（１）に添付する書類は、手引きのとおりであること。 

    なお、変更内容を踏まえて更新した水道台帳（簡易水道事業を除く）を併せて３部提出する

ものとする。 



５ 第５条関係（事業変更届） 

（１）水道（水道用水供給）事業の内容を変更しようとするときに、水道（水道用水供給）事業変

更届（第４号様式）により、事前に届出を行うものであること。 

    なお、当該届出が必要な場合は、事業変更認可申請が必要な場合のうち次に該当するもので

あること。 

   ア 変更が軽微なもの 

   イ 事業の全部の譲り受けに伴うもの 

   （詳細については、手引きを参照すること。） 

（２）（１）に添付する書類は、手引きのとおりであること。 

    なお、変更内容を踏まえて更新した水道台帳（簡易水道事業を除く）を併せて３部提出する

ものとする。 

 

６ 第６条関係（休止又は廃止の許可申請書） 

（１）水道（水道用水供給）事業の全部又は一部を休止し、又は廃止しようとするときに、水道

（水道用水供給）事業休止（廃止）許可申請書（第５号様式）により、事前に申請を行うもの

であること。 

（２）（１）に添付する書類は、手引きのとおりであること。 

 

７ 第７条関係（事業廃止届） 

  水道（水道用水供給）事業の全部を他の水道（水道用水供給）事業を行う水道（水道用水供給）

事業者に譲り渡すことにより、その水道（水道用水供給）事業の全部を廃止しようとするときに、

水道（水道用水供給）事業廃止届（第６号様式）により、事前に届出を行うものであること。 

 

８ 第８条関係（布設工事監督者設置等の報告） 

布設工事監督者設置報告書（第７号様式）又は布設工事監督者変更報告書（第８号様式）には、

布設工事監督者の該当資格要件の根拠となる学歴及び水道に関する技術上の実務経験について記載

すること。 

なお、資格要件を証明するための書類確認は、報告書の受付にあたっては要しないものとし、立

入検査時等に必要に応じて行うものとする。 

 ※資格要件を確認するための書類の例 

  ・卒業証書又は卒業証明書等 

  ・水道に関する技術上の実務年数が記載された履歴書等 

    ・技術士登録証明書 

 

９ 第９条関係（給水開始届） 

（１）水道（水道用水供給）事業者又は専用水道設置者が配水施設以外の水道施設又は配水池を新

設、増設又は改造した場合に、その施設を使用して給水を開始しようとするときに、給水開始

届（第９号様式）により、事前に届出を行うものであること。 

（２）（１）に添付する書類は、次のとおりであること。 

   ・水質検査成績書の写し 

   ・水道施設検査結果書（参考様式（別紙１）） 



10 第 10 条関係（料金変更届等） 

（１）地方公共団体である水道事業者が料金を変更したときに、料金変更届（第 10 号様式）により、

速やかに届出を行うものであること。 

（２）（１）に添付する書類は、次のとおりであること。 

・料金の算出根拠を記載した書類 

   ・経常収支の概算を記載した書類 

（３）地方公共団体以外の水道事業者が供給規定に定められた供給条件を変更（料金変更を含む）

しようとするときに、供給条件変更認可申請書（第 11 号様式）により、事前に申請を行うもの

であること。 

（４）（３）に添付する書類は、次のとおりであること。 

・変更案を加えた供給規定 

   ・総会の議決書の写し 

   ・料金の算出根拠を記載した書類（料金変更の場合） 

   ・経常収支の概算を記載した書類（料金変更の場合） 

 

11 第 11 条関係（水道技術管理者設置等の報告） 

水道技術管理者設置報告書（第 12 号様式）又は水道技術管理者変更報告書（第 13 号様式）には、

水道技術管理者の該当資格要件の根拠となる学歴及び水道に関する技術上の実務経験について記載

すること。 

なお、資格要件を証明するための書類確認は、報告書の受付にあたっては要しないものとし、立

入検査時等に必要に応じて行うものとする。 

 ※資格要件を確認するための書類の例 

  ・卒業証書又は卒業証明書等 

  ・水道に関する技術上の実務年数が記載された履歴書等 

    ・技術士登録証明書 

・水道技術管理者資格取得講習会の修了証書 

 

12 第 12 条関係（水質検査結果書等の提出） 

水道事業者、水道用水供給事業者又は専用水道の設置者に対し衛生的な水道水の供給を確保し、

適正な指導を行うため、すべての水道事業者、水道用水供給事業者又は専用水道の設置者に水質検

査結果書の提出を義務づけたものであること。 

なお、水質検査月報を作成する際水質検査結果が水質基準に不適合であった場合には、その理由

及びその措置について具体的に記入すること。 

 

13 第 14 条関係（給水の緊急停止報告） 

給水の緊急停止の措置を行った場合における報告義務を規定したものであること。 

給水の緊急停止を行ったときは、直ちに給水緊急停止報告により行うものであるが、報告書が直

ちに到達しないことが予想される場合には、時を移さず電話等により事前に状況を知らせることと

し、また報告書の作成に当っては給水停止に至るまでの正確な状況を記載するものであること。 

なお、給水開始は、法第４条の水質基準に適合することの確認をしてから行うものであること。 

 



14 第 15 条関係（業務委託開始等の届出） 

（１）水道（水道用水供給）事業者又は専用水道設置者が水道の管理に関する技術上の業務の全部

又は一部を委託したときに、業務委託開始届（第 17 号様式）により、遅滞なく届出を行うもの

であること。 

（２）（１）に添付する書類は、次のとおりであること。 

・委託契約書の写し 

（３）（１）の委託に係る契約が効力を失ったときに、業務委託契約失効届（第 18 号様式）により、

遅滞なく届出を行うものであること。 

 

15 第 16 条関係（専用水道布設工事確認申請書） 

（１）専用水道の布設工事をしようとするときに、専用水道布設工事確認申請書（第 19 号様式）に

より事前に申請を行うものであること。 

（２）（１）に添付する書類は、「専用水道事務マニュアル」（平成３年４月 30 日付け環衛第 36

号環境衛生課長通知）のとおりであること。 

 

16 第 17 条関係（確認申請書記載事項変更届） 

専用水道設置者の住所、氏名、水道事務所の所在地に変更を生じたときに、専用水道布設工事確

認申請書記載事項変更届（第 20 号様式）により速やかに届出を行うものであること。 

 

17 第 19 条・20 条・21 条関係（簡易専用水道に関する事項） 

（１）この各条は、水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第 39 条第３項を根拠とし、同項に規定され

る「簡易専用水道の管理の適正を確保するために必要があると認めるとき」の具体的な事項の

一つとして定めたものであること。 

（２）台帳は、次のとおりとする。また、設置届の施設情報は、衛生指導に資するためにその記載

を求めているが、簡易専用水道は施設基準（法第５条）の適用がなく、施設情報を厳格に管理

する必要性は少ないため、参考情報として取扱うこととする。 

ア 台帳は、別紙２の簡易専用水道設置一覧表を参考に各保健福祉事務所で定めるものとし、

所在地及び第 20 条各号に規定される事項（以下「台帳記載事項」という。）を管理する。  

イ 設置届に記載された台帳記載事項以外の施設情報は、参考情報として保存する。その後、

施設設備の変更に伴う記載内容が異なることが判明した場合（法第 34 条の２第２項に規定

される国土交通大臣及び環境大臣の登録を受けた者又は水道事業者からの情報時及び設置者

からの相談時等）には、必要に応じ事実を確認したうえで適宜更新する。 

留意点①： 従前の台帳を継続して使用する場合には、台帳記載事項と施設情報が併記される

ため、台帳記載事項は変更届により、施設情報は前記イにより更新することに注意

すること。また、将来的には台帳を電子データとすることが望ましいこと。 

留意点②： 別紙の簡易専用水道設置一覧表に準じた一覧を台帳とする場合には、従前の台帳

は参考情報として保存すること。 

また、当該一覧に台帳記載事項以外の施設情報が含まれる場合には、留意点①

と同様に取扱うこと。 

留意点③： 施設情報を更新するための法第 39 条第３項（報告の徴収）の適用は、健康被害

発生時や当該施設の指導時に正確な情報が必要となる場合等が考えられること。 



別紙１ 水道施設検査結果書（参考様式） 

 

別紙２ 簡易専用水道設置一覧表（台帳参考様式） 

 

 



別紙１（参考様式） 

年  月  日 

 

水道施設検査結果書 

 

水道法第13条の規定により実施した給水開始前の施設検査の結果を次のとおり 

報告します。 

 

水 道 技 術 管 理 者   氏 名  

 

水道事業名  

対象施設  

工事名 例）〇〇配水池耐震補強工事 

工事区分 新 設  ・ 増 設  ・ 改 造 

工事期間 着工     年   月   日 竣工 年  月  日 

検査年月日 年   月   日 

検査事項 検査結果 検査項目 

※「検査項目」は例示であり，適宜必要な箇所・項目につい

て十分な検査行うこと 

浄水及び消毒 

の能力検査 

適・否・非該当 □浄水処理能力 □塩素注入設備（容量・圧力） 

□その他（          ） 

流量検査 適・否・非該当 □流 量  □その他（          ） 

圧力検査 適・否・非該当 □吐 出 圧 力  □その他（          ） 

耐力検査 適・否・非該当 □コ ン ク リ ー ト 強 度  □配 筋  

□その他（          ） 

汚染検査 適・否・非該当 □資機材又は設備の材質  

□クロスコネクションの有無  

□その他（          ） 

漏水検査 適・否・非該当 □構造物、配管設備、ポンプ設備等についての漏水

の有無 □その他（          ） 

総合結果 適・否  

※ 適 と 判 断 し た 根 拠 と な る 書 類 や 写 真 と 併 せ て 本 様 式 を ５ 年 間 保 存 す る こ と 。 



別紙２　簡易専用水道設置一覧表（台帳参考様式）

届出年月日
(給水開始日)

番号
届出その他
特記事項

連絡先
電話

← 台 帳 記 載 事 項 →

← 神 奈 川 県 簡 易 専 用 水 道 及 び 小 規 模 受 水 槽 水 道 事 務 取 扱 要 領 （ 第 ５ 号 様 式 ） →

← 参 考 情 報 → ← 参 考 情 報 →

№ 建築物の名称 設置場所
設置者氏名（法人等の

場合はその名称）
設置者住所（法人等の
場合はその所在地）

受水槽有効
容量（㎥）

建築物の主
たる用途

特定建築物
該当の有無

備考


